
三重県放置自動車事務処理要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、三重県生活環境の保全に関する条例（平成１３年三重県条例第７号。 

以下「条例」という。）第四章第二節及び三重県生活環境の保全に関する条例施行規則

（平成１３年三重県規則第３９号。以下「規則」という。）第四章の施行に関し、必要

な事項を定めるものとする。   

 

（情報提供の受付） 

第２条 県が所有し、又は管理する土地（以下「県有地等」という。）において放置され

ている自動車（以下「放置自動車」という。）に関する情報提供は、当該県有地等の管

理担当所属で受け付けるものとする。 

２ 前項による情報提供について、当該県有地等の管理担当所属以外の所属に寄せられた

ときは、情報提供を寄せられた所属は、速やかに当該県有地等の管理担当所属に連絡す

るものとする。 

 

（確認） 

第３条 県有地等の管理担当所属の長（以下「管理担当所属長」という。）は、当該所属

が管理を担当する県有地等における放置自動車について、情報提供を受け付けたとき、

又は自ら発見したときは、放置自動車整理簿（第１号様式）に確認事項を記載するもの

とする。 

 

（現場調査及び警告書の貼付） 

第４条 管理担当所属長は、前条による確認後、速やかに当該放置自動車の現場調査を行

うものとする。 

２ 管理担当所属長は、前項による現場調査に着手したときは、当該放置自動車の撤去を

促すために、条例第７８条第１項による警告書（第２号様式）を当該放置自動車に貼付

するものとする。 

３ 管理担当所属長は、放置自動車の現場調査を行うときは、放置自動車整理簿（第１号

様式）に基づいて行うとともに、当該放置自動車が置かれている県有地等を管轄する警

察署の協力を得て行うものとする。 

４ 管理担当所属長は、放置自動車の現場調査において、当該放置自動車が、条例第７８

条第２項各号のいずれにも該当するときは、調査の目的を達成するために必要な範囲内

で、車内の調査を行うものとする。 

５ 管理担当所属長は、前項による車内の調査について、当該放置自動車の施錠がされて

いるときは、予め施錠を解除して行うものとする。 

６ 管理担当所属長は、前項による施錠の解除を行うときは、次の点に留意するものとす

る。 

 （１）車体の破損防止に努めること。 

 （２）必要に応じて、解錠に係る専門技術を有する業者等に依頼すること。 

 （３）車内の調査の終了後には、再施錠を行うこと。 

資料５ 



（関係機関への照会） 

第５条 管理担当所属長は、前条による現場調査等の結果、当該放置自動車の自動車登録

番号又は車台番号が判明したときは、当該放置自動車の登録事項等を確認するため、第

３号様式により環境生活部廃棄物対策局廃棄物・リサイクル課長（以下「廃棄物・リサ

イクル課長」という。）に依頼するものとする。なお、当該放置自動車の写真（３枚程

度）を添付するものとする。 

写真例：①警告書の貼付していることがわかる放置自動車の写真 

②ナンバープレート（無い場合は車体番号）が読める放置自動車の写真 

③放置自動車が放置されている状況がわかる写真 

２ 廃棄物・リサイクル課長は、管理担当所属長から前項による依頼を受けたときは、速

やかに当該放置自動車の登録等を所管する運輸支局長等に、第４号様式により照会する

ものとする。 

３ 廃棄物・リサイクル課長は、前項による照会事項について、運輸支局長等から回答が

あったときは、速やかに第１項による依頼を行った管理担当所属長に、第５号様式によ

り報告するものとする。 

４ 管理担当所属長及び廃棄物・リサイクル課長は、前項により知り得た情報について、

当該放置自動車を撤去するため以外の目的に利用してはならない。 

 

（移動及び保管） 

第６条  管理担当所属長は、条例第７９条第２項による警察署への通知を行うときは、第

６号様式により行うものとする。 

２ 管理担当所属長は、条例第７９条第３項による放置自動車の所有者等への通知を行う

ときは、放置自動車保管通知書（規則第２５号様式）により行うものとする。 

３ 管理担当所属長は、条例第７９条第３項のただし書きによる公示を行うときは、第７

号様式により行うものとする。 

 

（撤去勧告） 

第７条 管理担当所属長は、条例第７８条第１項及び第２項による調査の結果、当該放置

自動車の所有者等が判明したときは、当該所有者等に、第８号様式により条例第８０条

第１項による撤去勧告を行うものとする。 

２ 管理担当所属長は、前項による撤去勧告を行うときは、配達証明郵便で行うものとし、

勧告に伴う撤去期限は、勧告の日から１ヶ月とする。 

 

（撤去命令） 

第８条 管理担当所属長は、条例第８０条第２項による撤去命令を行うときは、第９号様

式により行うものとする。 

２ 管理担当所属長は、前項による撤去命令を行うときは、予め第１０号様式により弁明

の機会を与えなければならない。 

３ 管理担当所属長は、第１項による撤去命令を行うときは、配達証明郵便で行うものと

し、命令に伴う撤去期限は、命令の日から１ヶ月とする。 

 

（自動車廃物認定委員会） 



第９条 管理担当所属長は、条例第８１条第１項により自ら廃物と判断することが困難な

放置自動車について、条例第８２条第１項による三重県自動車廃物認定委員会（以下「委

員会」という。）の意見聴取を求めるときは、第１１号様式により廃棄物・リサイクル

課長に依頼するものとする。 

２ 廃棄物・リサイクル課長は、管理担当所属長から前項による依頼を受けたときは、条

例第８１条第２項により速やかに委員会に諮問するものとする。 

３ 廃棄物・リサイクル課長は、委員会から受けた答申結果について、速やかに第１項に

よる依頼を行った管理担当所属長に、第１２号様式により報告するものとする。 

 

（廃物認定の告示） 

第１０条 管理担当所属長は、条例第８１条第１項により自ら廃物と判断する放置自動車

については、第１３号様式により廃棄物・リサイクル課長に、条例第８１条第１項によ

る廃物認定を行うための告示（条例第８１条第３項による告示）を行うよう依頼するも

のとする。 

２ 廃棄物・リサイクル課長は、前項による依頼を受けたとき、又は第９条第２項による

諮問の結果、委員会から廃物と判断できる旨の答申を受けたときは、速やかに条例第８

１条第３項により、当該放置自動車を廃物と認定するための告示を行うものとする。 

３ 管理担当所属長は、廃棄物・リサイクル課長が前項による告示を行ったときは、遅滞

なく当該放置自動車に撤去告知書（第１４号様式）を貼付するものとする。 

 

（廃物認定） 

第１１条 廃棄物・リサイクル課長は、前条第２項による告示を行った日の翌日から１４

日を経過したときは、当該放置自動車を廃物と認定するものとする。 

２ 廃棄物・リサイクル課長は、前項により廃物と認定したときは、第９条第１項又は前

条第１項による依頼を行った管理担当所属長に、第１５号様式により通知するものとす

る。 

 

（廃物認定外の告示） 

第１２条 管理担当所属長は、条例第８１条第１項により廃物と判断することが困難な放

置自動車について、その所有者等が判明しないときは、第１６号様式により廃棄物・リ

サイクル課長に、条例第８３条第２項による告示を行うよう依頼するものとする。 

２ 廃棄物・リサイクル課長は、前項による依頼を受けたときは、速やかに条例第８３条

第２項による告示を行うものとする。 

３ 管理担当所属長は、廃棄物・リサイクル課長が前項による告示を行ったときは、遅滞

なく当該放置自動車に撤去告知書（第１７号様式）を貼付するものとする。 

 

（処分） 

第１３条 管理担当所属長は、廃棄物・リサイクル課長から第１１条第２項による通知を

受けたとき、又は廃棄物・リサイクル課長が前条第２項による告示を行った日の翌日か

ら３月を経過したときは、速やかに当該放置自動車を処分するものとする。 

２ 管理担当所属長は、前項により放置自動車を処分するときは、使用済自動車の再資源

化等に関する法律（平成１４年法律第８７号。以下「自動車リサイクル法」という。）



に基づく引取業登録業者に引渡し、適正に処分するものとする。 

３ 管理担当所属長は、前項による引渡し等、放置自動車の処分において自動車リサイク

ル法に基づく事務を行うときは、財団法人自動車リサイクル促進センターが作成する「放

棄車両引取システム実務詳細マニュアル」に基づいて行うものとする。 

 

（保管放置自動車の返還） 

第１４条 管理担当所属長は、条例第７９条第１項により移動し、保管した放置自動車を

返還するときは、当該放置自動車の所有者等に、保管放置自動車返還申請書（第１８号

様式）を提出させるものとする。 

 

（費用の請求） 

第１５条 管理担当所属長は、条例第８４条による費用の請求を行うときは、費用請求書

（第１９号様式）により行うものとする。 

 

   附  則 

この要領は、平成１３年１０月 １日から施行する。 

この要領は、平成１４年 ４月 １日から施行する。 

この要領は、平成１４年 ７月 １日から施行する。 

この要領は、平成１４年１０月 １日から施行する。 

この要領は、平成１９年 １月 １日から施行する。 

この要領は、平成２１年 ４月 １日から施行する。 

この要領は、平成２４年 ４月 １日から施行する。 

 


